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はじめに
　農林水産省と経済産業省とが連携して、2007 年
農商工等連携法が、続いて 2010 年 6 次産業化法が
制定された1。これは省庁の垣根を越えた複合的施
策の必要性に迫られた結果であるが、その背景とし
ては、農協主導の地域農業のあり方や既存の複雑な
流通構造に限界が見られるようになってきたことが
あげられる。すなわち農協が農産物流通部門に介在
することによって農業者は市場ニーズや顧客ニーズ
から遠ざかってしまい、販売価格やブランドまでも
コントロールすることができなくなっていたのであ
る2。
　この農商工連携・6 次産業化論の理論的ベースに
なっているのは、マイケル・E・ポーターのクラス
ター概念である。
　
クラスターとは、特定分野における関連企業、
専門性の高い供給業者、サービス提供者、関連
業界に属する企業、関連機関（大学、規格団体、
業界団体など）が地理的に集中し、競争しつつ
同時に協力している状態を言う。
クラスターとは、互いに結びついた企業と機関
からなるシステムであり、その全体としての価
値が各部分の総和よりも大きくなるようなもの、
と定義できるかもしれない3。
　FTA（自由貿易協定）、EPA（経済連携協定）、
TPP（環太平洋経済連携協定）による経済のグロー
バリゼーションが進行する中で、地域経済の活性化
を図るためには、地域の主要産業である農林水産業
の活性化が必要不可欠である。それに向けては、農
林漁業者と商工業者が連携し、相互のノウハウや技
術を活用した新商品、新サービスの開発や販路開拓
等の取組を推進し、市場競争力のある「地域ブラン
ド」を創出すること、「差別化」が、競争優位に立
って有効であると考えられた4。
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　このように、クラスター論、農商工連携論におい
ては、地域ブランド化、差別化による競争優位を志
向するものであり、そのことによって、経営のベー
スとなっている生産費・コスト概念が背景に追いや
られてしまっている。いかなる製品にあっても、競
争があるとすれば、揺籃期→発展期→成熟期（→衰
退期）というサイクルを経過せざるを得ないが5、
とりわけ揺籃期・創業期において行政の補助金を得
た場合、コスト概念が希薄になりがちである。
　本稿は、農商工連携・6 次産業化を推進しつつあ
る、須坂市のワイナリーK 社と中野市の無臭にんに
く生産販売Ｏ社を取り上げ6、それら中核となる農
業部門の操業期間の違いが、どのような農業生産形
態、生産費の違いとして表現されているか、検証し
ようとするものである。
Ⅰ　若干の統計的考察
　本稿で考察対象とするワイナリーに関係するワイ
ンおよび加工用ぶどうに関して以下、見ていく。
　2006 年度「果実酒」課税数量では①山梨県 2 万
8000 キロ㍑、②神奈川県 2 万 549 キロ㍑、③略、
④北海道 3530 キロ㍑、⑤長野県 3022 キロ㍑となっ
ている7 が、一方、道府県別のぶどうの生産量を調
べると、①北海道 2201 ㌧、②長野県 1056 ㌧、③④
略、⑤山梨県 308 トンである。通常 1・0～1・2 キ
ロ㌘のぶどうから 1 本のワイン（750 ミリ㍑入）が
つくられるので、道府県別出荷量（本数）から推し
て、国産ぶどう使用率は、山梨県 0・82%、北海道
46・76% となる。ここから、輸入濃縮果汁や輸入
バルクワインからつくられる「国産」ワインが非常
に多いと推測される8。この点を認識しておくことは、
6 次産業化、地域経済活性化の観点から重要である。
　長野県産ぶどうの生産出荷実績のうち、「加工専
用種」をみると、2006 年（平成 18）977 ㌧（100・0）
から次第に増えて 10 年には 1186 ㌧（121・3）にな
っている9。
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　それをうけて、つぎに果実酒県内醸造量（表 1）
については、2006 年 3022 キロ㍑、2011 年 3620 キ
ロ㍑と増大している。とりわけ前年 10 年の 3336 キ
ロ㍑からの増加が目立つ10。加工用ぶどうにしても
ワイン醸造量にしても増加傾向にあり、消費の増大
はワイナリーにとって展望が堅実であるといえよう。
　さて、ぶどう生産農家にとって最大の関心事であ
る、ぶどう栽培の 1 戸当たり平均農業所得（表 2）
をみると、農業粗収収益は次第に減っているところ
へ、農業経営費が下がらないため農業所得が減って
いる。それをカバーするために労働時間を 100 時間
ほど高めて労働集約化（労働強化）している11。収
入・所得減少をオーバーワークで補填する方法はし
ばしば不況時にみられる現象であるが、高齢化が進
む中で臨機応変に耐えうるかが課題である。
　また、生食用ぶどう（巨峰）と醸造ぶどうの所得
を比較してみると、前者の 10 ㌃当たり農業所得は
19 万 7697 円、1 時間当たり農業所得は 636 円であ
るのに対して、後者はそれぞれ、13 万 902 円、
1122 円である12。前者がより労働集約的であること
は明瞭であるが、高齢者がその集約作業を継続でき
るか、後者の軽作業に移行（切り替え）しないかが
論点といえよう。
　つぎに、K 社とＯ社の関連する須坂市（仁
に
礼
れ
地
区）と中野市（長丘地区）について、農業就業構造
を農業センサス値から比較検討してみよう。
表 1　長野県内工場出荷果実酒
単位：kl
年 2006 2007 2008 2009 2010 2011
数量 3,022 3,089 3,077 3,071 3,336 3,620
注）関東信越国税局の公表による年別課税状況
出所）県ものつくり課資料による。
表 2　ぶどう栽培の 1戸当たり平均農業所得
単位：千円、時間
年 農業粗収益 農業経営費 農業所得 労働時間
（平 7）1995 6,963 2,930 4,033 3,918
1996 6,594 3,036 3,558 3,696
1997 6,930 3,066 3,864 3,981
1998 6,752 3,190 3,562 3,988
1999 6,783 3,145 3,639 3,788
2000 6,347 3,167 3,180 3,753
2001 5,956 3,304 2,653 3,703
2002 6,071 3,216 2,855 3,849
2003 6,210 3,261 2,949 3,934
注）「労働時間」は雇用を含む総労働時間。
出所）農水省『農業経営統計調査　野菜・果樹品目別統計』による。
表 3　農業に従事した世帯員のうち 65歳以上の者の占める割合（男子）
単位：%
年 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
総農家 総農家 総農家 販売農家 販売農家 販売農家
65 歳以
上の割
合
須坂市
　仁礼地区
中野市
　長丘地区
17.5
22.3
16.9
17.5
20.3
19.6
18.9
18.6
29.4
23.7
22.0
23.4
29.9
27.6
28.4
29.1
25.4
25.4
23.8
23.1
34.0
34.3
31.0
31.3
38.4
41.0
36.1
35.8
41.1
45.9
39.6
38.0
150 日以
上従事
した者
の割合
須坂市
　仁礼地区
中野市
　長丘地区
15.7
25.2
18.0
18.8
25.3
31.3
20.0
23.5
39.1
50.0
12.8
14.7
51.2
67.5
35.1
41.9
－
－
－
－
57.6
69.2
42.1
46.7
60.7
71.7
48.7
51.1
61.5
74.4
52.5
52.7
出所）農水省統計情報部編『世界農林業センサス』・『農業センサス』（各年）による。
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　農業に従事した世帯員のうち 65 歳以上（男子）
の占める割合を高齢化率とみなして比較したのが表
3 である。中野市よりも高齢化の進んでいる須坂市
においては仁礼地区が 45・9%（2010 年）とより高
い。かつまた、年間 150 日以上働く基幹世帯員のう
ちで、65 歳以上層が占める割合も同地区は 74・4%
を占め、高齢者依存体質がよく表れている13。それ
に対し、中野市は、全国有数の、えのき茸・ぶど
う・アスパラガス等の主産地であることもあって、
健全な農業経営基盤を維持しており、65 歳以上層
の割合は 50% 余にとどまっている。中山間地であ
る仁礼地区には、果樹農業の継続困難者が多く輩出
されると予想でき、省力型農業経営あるいは耕作放
棄地の発生が見込まれる。
　そこで、つぎに、農地の貸付と耕作放棄状況につ
いてみよう。表 4 によれば、「総農家」と「販売農
家」を比べると、より零細な農家を含む前者につい
て、貸付割合と耕作放棄地割合14 がともに高く、農
家の高齢化と後継者不足がよく表現されている。
　ここで注目されるのは、①須坂市よりも中野市の
方が貸付地割合が高く、賃貸借が旺盛であることを
物語っていること、②仁礼地区の耕作放棄地は際立
って高いこと、③長丘地区の 2005 年から 2010 年に
かけて耕作放棄地割合が下がっていること、である。
　②は上述の高齢化と符合している。③を実面積で
見たのが表 5 である。中野市全体では 2010 年も依
然として増加傾向にあるのに対して、長丘地区では
05 年までの増加傾向が 10 年には減少に転じている。
この点はＯ社の農商工連携事業＝耕作放棄地の借り
入れと密接にかかわるところであり、強調しておき
たい。
表 5　近年の耕作放棄地面積の変動
単位：ha
年 2000 2005 2010
中野市
　 長丘地区
247
41
278
49
318
41
出所）前表に同じ。
Ⅱ　6 次産業化とワイナリー
1、ワイナリーの設立
　Ｋ氏がワインをつくろうと思ったのは 1990 年代
後半であった。99 年までシンガポールにいたが、
40 歳（1958 年生）の時須坂市へ帰郷し、近隣のワ
イナリーの手伝いをしつつ研究していた。しかし、
国内のワイナリーで研修していては、長い修業期間
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を要するので、学理をきわめた教育を受けるために、
オーストラリアのアデレード大学大学院で 2 年間、
醸造学と葡萄学を学んだ。2 年間須坂市内の農家で
研修15 をしたあと、畑を借りてぶどう作りを始めた。
　ぶどうは 3 年目から収穫できるが、8 年栽培して
近隣のワイナリーで委託醸造してもらった。その製
品は販売ルートもなかったので地元の酒屋・知り合
いに販売したり、酒販の免許（通販）を取得して直
に販売もした。良質のワインができたので、近隣の
同業者からはワイナリーを設立するなら応援すると
激励された。
　8 年目に農業生産法人という形で自分でワイナリ
ーを立ち上げた。その建物と設備にかかった費用は
約 4900 万円（当初注文した分。）とされたが、それ
では納まらなかった。政策金融公庫のスーパーＬ資
金を借用し、須坂商工会議所・市職員など、関心を
寄せる地元の関係者からも出資を仰ぐことができた。
こうして 2011 年 10 月から自ら醸造を始め、2012
年実績では年産約 2 万 5000 本（750 ミリ㍑入）と
なった。（写真）
きたことによって、将来、観光客が見込まれる点が
ポイントとなっている。
3、ぶどう園の経営
　ぶどう畑 10 ㌃当たり通常 1 トンのぶどうが収穫
されるが、同社の場合、750～850 キロ㌘である。
この地は JA 須高をはじめとして生食用ぶどうが盛
んなところであるから、ワインぶどうの栽培を企図
する者は少ないが17、ワイナリー近辺の農家から畑
を借り受けてもらえないかという依頼が 2～3 件入
ってくるようになった。
　農業就業者の高齢化による、労働集約的な生食用
ぶどう栽培から省力的加工用ぶどうへの切り替え、
高齢者の（老木）改植意欲の低下、後継者難・担い
手不足による耕作・栽培放棄（遊休農地化）が進み
つつある。
　ぶどう畑の維持管理は、Ｋ氏と社員 3 人の計 4 人
で行っている。夏には草刈がある一方、真冬でも剪
定の仕事がある。農業機械としては乗用モア（草刈
機）、ビーバー、SS（スピードスプレヤー）などを
所有しているが、農協からローンを借りて中古を調
達したものである。
　自社栽培している原料ぶどう（醸造必要量の半分
に相当）の生産費は農薬代（病気対策）のみである。
20 か所の畑の管理に多大な時間を要し、とりわけ
消毒のとき移動に時間がかかるため、SS 3 台と草
刈機 3 台を備えている。化学肥料、殺虫剤を使わず、
除草剤も使用しないため草刈りの手間が大きい。
　ワインの醸造量からすれば、畑は現在のおよそ 2
倍ぐらいほしいが、実際問題、現有就業者では手が
回らない。今の畑 20 か所から18 40 か所に拡大する
と、4 人では無理で、せいぜいあと数か所増やすと
限界である。
　そこで、ぶどうの委託生産という形態が考えられ
る。手間・人件費を勘案すれば、各農家が生産した
ものを買い取る方がはるかに容易である。今苦労し
ている草取りも農家の責任において処理してもらう。
つまり、生産必要量を増やすには、自社直営生産か
ら委託生産へと移行することによって達成されるの
である。この背後には、農地の分散錯圃状況が存在
していることは明白である。
4、課題（販売先と従業者数）
　販売は、インターネット上にオンラインショップ
（楠ワイナリーウェブショップ）を開き、地元のレ
ストラン、ホテル、旅館等から注文を受けているほ
か、酒屋にもおろしている。東京・名古屋・大阪に
2、荒廃地の借入について
　かつて、借地で巨峰を栽培していた者がおり、棚
が朽ちたのを機会に廃業したのでそれをＫ氏が借り
て、巨峰を抜根しワインぶどうを植え換えたのを手
始めに、多くの遊休荒廃農地を借りた結果、現在、
合計 4 ㌶余の借地となっている16。
　一方、ワイナリーはぶどう畑から 6～7 キロ㍍離
れた旧仁礼村亀倉に設立された。この場所の選定は
①市街化区域からはずれているため手続きが短期間
で済み（「用途変更」）、②上下水道が完備していた
こと、③用地の賃借料が高い住宅地近辺を避けたこ
とによる。ただそうした（経済的）要因とは別に、
菅平高原に連なる景色のよいところに土地を確保で
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も一部あるが、まだ販路は確立していない。今後、
試食展示会に出品したり、業界のなかで商品名を売
っていくことによって、認知されないと大手スーパ
ーの扱いは難しい。さいわい、北信濃産の加工用ぶ
どうは業界のなかで注目されている。
　ワイナリーが 1 つあるだけでも観光の目的地とな
りうると考えられる。北信濃には K 社のほかにワ
イナリーは 3 か所（小布施ワイナリー＜小布施町＞、
高社ワイナリー＜中野市＞、サンクゼール＜飯綱
町＞）あり、ワインリージョンになりつつある19。
コンサートなどイベントをしたり、収穫会を催した
りして共に存在感を高めていくことによって、観光
客が北信濃のワイナリーに誘引できるよう努力をし
ている。
　前述のように社長以外に社員 3 人（男子）と経理
総務関係者 1 人（男子）、店舗を任せている女性
（交代勤務）をあわせて 10 人以上になる。そのほか
2013 年秋から研修生を採用する予定になっている20。
いまのところ、従業員への支払い給料も十分ではな
く、雇用数も多いとはいえないが、創業間もないた
め、本格的な地域貢献はこれからである。
Ⅲ　農商工連携と無臭にんにく生産
1、Ｏ社連携の背景・経緯
　株式会社Ｏ社は 1999（平成 11）年 2 月、長野県
須坂市において創業した。Ｏ氏（現 63 歳）の勤務
していた企業（卸売市場）が、1989 年以来、無臭
にんにく事業に関わってきたが、同企業の経営方針
転換（物流の簡素化）による事業撤退を契機に、同
氏が無臭にんにく事業を継承し独立した。基盤事業
の無臭にんにくは JA 長野県経済連（現 JA 全農長
野）との栽培契約により安定供給を図り、その販売
は創業時から順調に推移してきた。しかし末端の農
家の高齢化や農業からの離脱により年間の供給量が
減少傾向にあったため、自社で無臭にんにく栽培を
行うことになった。当時、株式会社の農業生産法人
は法律で認められていなかったので、2004 年 11 月、
有限会社Ｎふぁーむ（社長・現 58 歳）をＯ社の無
臭にんにく生産部門として設立し、長野県須坂市内
に農地 1 ㌶を借り受け、栽培に着手した。ところが、
これらの農地は中山間地に位置していたため猿など
の食害に会い、また扇状地のため石が多かったこと
により、無臭にんにく栽培には適していなかった。
　2005 年になって隣接の中野市農政課に相談し、
新規に圃場確保に向けた行動を開始し、新たに 1 ㌶
の拡大を行った。その後、現在は中野市内の西条地
区と長丘地区で計 21 ㌶の圃場21 ににんにくを栽培
しているが、中野市内外分を合わせて 30 ㌶にまで
拡大することを目指している。ここで重要なことは、
Ｏ社は中野地方の圃場整備済みの水田（30 ㌃区画）
を借り受けて、上記 2 地区に栽培を集約し、機械の
利用効率を高めていることである。
　にんにくは例年 10 月に球根を植え、翌年の 7 月
に収穫をする（収穫風景写真 2 枚）。年 1 回の収穫、
年 1 回の収入であるため、失敗は許されない。これ
らを改善するため、Ｎふぁーむは、Ｏ社の生産部門
という位置づけから脱し、独立して作目を農業全般
に拡張し、年間を通じて安定した収入を得る事業に
移行することとなった。
　農商工連携事業認定に向けた作業は、これに移行
する大きなきっかけとなった。新しい品種の（やや
臭いのある）にんにく栽培は無臭にんにくと異なる
市場への進出になる。また、にんにくは、何年か同
じ畑で栽培し続けると、連作障害が発生するので、
これを解消するためには畑を休耕にするか別の作物
を栽培しなくてはならない。そのため小麦やじゃが
いも、大豆の栽培を行っている。
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　Ｏ社の生産部門としてスタートしたＮふぁーむに
は販売を手がけるチャンネルが存在しなかったので、
新しいにんにくの商品化をＯ社と連携することで事
業の発展を模索した。
　じゃがいもをポテトチップスにして、それににん
にくの粉をかけたところ「おいしい」ということだ
ったので、商品化することになった22。化学肥料や
農薬を多用した（在来農法の）じゃがいもを原料と
するスナック菓子メーカーとは違ったアイデア商品
でなければいけない。
　にんにくの皮むき・洗浄・箱詰め等を担当する
N ふぁーむ（社長・現 58 歳）23 の手を経て、同粉の
製造を請け負うのが東京都内の M 社である。ここ
に供給されたにんにくは供給量 60 ㌧当たり 12 ㌧の
加工粉末（フリーズドライ）となってＯ社が受け取
り、それを静岡県内の加工業者に製造委託して最終
製品化している。
2、地域貢献
（1）にんにくの圃場は、中野市農政課の紹介によっ
て農家から借り受けている。その面積は 21 ㌶にお
よび、すべて遊休・荒廃地だったものであり、再生
利用されたことになる。これによって 2009 年（平
成 21）4 月、中野市から遊休荒廃地復活大賞を受賞
し、また 2012 年 2 月には長野県農業会議会長から
遊休農地復活に寄与したとして表彰を受けた。
（2）Ｎふぁーむはにんにくを含めたすべての農作物
について農薬・化学肥料を使用していない24。この
ため圃場内は雑草が繁茂するため小規模な機械ある
いは人海戦術によって除草作業を行っている。また
収穫作業・収穫後の一次加工・播種作業には地域高
齢者の援助が欠かせない。中野市および近郊の市町
村から季節労働者約 70 人の雇用を実現しており25、
最高齢は 80 歳近い者もいる。さらに、市内の障害
者施設からは 10 人程度、作業に参加している26。
　とかく農業は冬場の仕事がなく、年間を通じて雇
用が難しいといわれるが、この商品開発によって
11 月まで農作業が持続する利点がある27。
（3）長野県は全国有数のきのこ産地であり、特にエ
ノキだけは日本一の産地である。近年、エノキ氷な
どの商品化によってさらに需要が拡大しているが、
栽培者は、これらの栽培の副産物として培地に使用
した「おが屑」の処理に苦労している。とうもろこ
しの芯（おが屑の原材料）は 3 か月で完熟するが、
熟成すると深刻な臭気を伴いつつも、優良な堆肥と
なる。2012 年度は 2 ㌧トラックで 500 台分、2500
立方㍍の「廃おが」処理に貢献した。
　長野県には山間地が多い。周辺地域の農家はこれ
らの気象に適した農産物の選択には苦慮している。
近年、猪や鹿などの食害も深刻で、これらの影響を
受けにくいにんにくの栽培が注目されている。これ
らの要望を受け、飯山市木島平地区では JA 北信州
みゆきを窓口にして無臭にんにく栽培協議会を、上
水内郡小川村では農林開発公社を窓口に同協議会を
設立した28。これらには種子や出荷資材の無償供与
のほか、全量買い上げを行うことで農家の安定収入
確保に貢献できる。こうした方向が長野県の農産物
としてのブランド化に向けたきっかけとなると考え
ている。
（4）保温のためのマルチを張る必要があるが、距離
にして合計 108 キロ㍍（10a 当たり 800 ㍍）にもな
る。マルチ、資材関係は農家の個人負担だが、種は
権利が移らないようにするために貸与としている。
また出荷用のダンボールは無償提供とし、農家の負
担を減らして進出しやすい環境をつくっている。農
家も年齢等を考えると栽培する品目がなくて困って
いる中で、にんにく栽培は稲作や果樹栽培と時期が
重ならないため、農家収入増にもつながっている。
（5）農産物を市場に出荷すると価格が不安定で収入
が変動するのに対して、生産する業者（Ｎふぁー
む）と販売する業者（Ｏ社）が連携していることは
有意義である。この場合、コストがある程度決まっ
ていれば決まった価格で販売できるので、農家の収
入は安定する。じゃがいものポテトチップス化は
2012 年から販売を始めて 2 万袋、13 年は 2 万 6000
袋余となっている。
3、収穫量
　連携前からＯ社のにんにくの年間販売量はおおむ
ね 50 ㌧を目安にしてきた。販売量に上下はあるも
のの市場が確定しているため大きな変化はなかった。
しかし、近年の 2 年間（11、12 年）は収穫量が天
候異変のため落ち込んでしまった。無臭にんにくは
全国で中野市のみの生産であるので、他所から取り
寄せたり、代用ができない。他郡・他市での遠隔地
栽培も天候異変の影響を避ける意味がある。したが
って、各地域ごとの委託生産を通じて農家の責任に
おいて生産拡大をねらうとすれば、合理的な方法と
いえよう。
　13 年の収穫量の目標は 62 ㌧にして作付けした。
14 年度は農家に 70 ㌧の栽培を依頼していくという。
4、今後の課題
　短期的、次年度の課題として、N ふぁーむは一般
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的に漠然と農業に取り組むのではなく、収穫量の安
定やコスト低減に向けた技術の数値管理を徹底し反
映させることが要求される。
　年々栽培量や面積が拡大することで、それに要す
る経費が大幅に増えている。資金調達には苦慮する
ことも多い29。金融機関から借りるにしても、翌年
には 2 倍作付けをするから、2 倍の借入金を要請し
ても無理である。したがって商品販売先の（中堅）
企業の資金援助が重要となってくる。
　ところで、にんにくは、ポテトチップスと健康食
品に供されている。その二つの用途によって栽培す
るにんにくにも違いがあって、生産面で後者に対し
ては供給が十分でない環境のようである。中長期的
視野に立って考えると、食料産業クラスター論から
すれば、農業資源の産業間連携は、組む相手によっ
て地域の付加価値に大きな差異をもたらす。現在の
取引のあり方をたえず吟味して付加価値の高い新た
な市場の確保に挑戦していく必要がある。
おわりに
　農商工連携関連法にしても 6 次産業化法にしても
施行されて高々数年を経過したに過ぎないが、同関
連事業は遊休荒廃地の増加傾向を抑制しつつ、雇用
労働力の創出、付加価値の造出、地域経済の活性化
に貢献する方向にある。これは、地域の諸機関（事
業所）が総力を上げてオリジナル製品を生み出そう
とする食料産業クラスターの成果といえるが、そこ
には、農業生産費をいかに削減するか（補助金を当
てにしているケースが多い。）、どのような課題に直
面しているかという視点が欠落あるいは希薄化して
しまっている。それは、農工商連携の目指すところ
からすれば、直接関係ない領域かも知れない。本稿
では 2 社を取り上げ、あえて、その操業年月の差異
から農地利用のあり方の違い、方向性を探ろうとし
たものである。
　荒廃地の借地が分散していることは、労働生産性
を阻害しているため、現有労働力に余裕がなく規模
拡大の障害となっている。とりわけ、除草剤・化学
肥料を用いない有機農業を前面に押し出し、安心安
全を旨とする農業にとって除草作業は大きな負担と
なっている。
　政府がもくろんでいる、TPP を目前にした大規
模経営の育成はいまだ現実的なものになっていない
なかで、ぶどう園の直営栽培には限界があり、より
規模拡大を図るとすれば、農家に生産を委託する以
外に方法はないだろう。農家に後継者不足と高齢化
が進んでいる今日、いずれは労働集約的な生食用ぶ
どう（巨峰等）生産から省力的な加工用ぶどう生産
に切り替える農家も輩出すると予想される。
　Ｏ社は創業以来十余年を経過しいるためもあって、
農地の集約化（2 か所）が比較的良好である。今後
の栽培面積の増大に向けて中野市外における栽培協
議会の役割（委託生産）が重要であり、注目される。
　また、同社に関しては、ポテトチップスに加工さ
れる、やや臭いのあるにんにくと、健康食品として
販売される無臭にんにくの生産割合も肝要である。
卸・小売業からの前者に対する引き合いは大きいよ
うであるが、より付加価値の高い無臭にんにく生産
にシフトさせていき、加工・販売方法を再考するの
が経営の方向ではないか。
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の生産を奨励している。近い将来、村内にワイナリーを
設けるようである。同村で注目されるのは、長野市内の
中堅建設会社の子会社としてＫ農園株式会社が、遊休農
地 8・5 ㌶を借り受けて 2006 年からぶどう栽培を始めた
ことである。とりわけ、集積された、まとまった農地で
あるため、採算性のよい低コスト栽培が可能となっている。
同農園に関しては、高野豊『風と土のソムリエ』（オフィ
スエム、2009 年、24～39 頁）がある。高山村農政につい
ては、「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」
（2010 年 6 月）の「作目別振興方向」参照。
（18）畑の借入地面積はおよそ 450 ㌃、その合計筆数は 29 筆、
字
あざ
数で 13、大
おお
字
あざ
数では 7 と、広範囲に点在している。
（19）長野県『信州ワインバレー構想』2013 年 5 月、玉村豊
男『千曲川ワインバレー新しい農業への視点』集英社新書、
2013 年 3 月、がある。
（20）政府は各都道府県に基金を造成し雇用の拡大を推進し
ている。長野県では、厳しい雇用情勢を踏まえ、地域に
根ざした安定的な雇用の受け皿づくりを行うため、起業
後 10 年以内の企業や新事業の展開等に意欲を示す企業等
を対象に、2013 年 9 月から 15 年 3 月までの間実施される。
　　この起業支援型地域雇用創造事業に沿って、須坂市が
県に提案した事業（計画）が認められ、13 年 6 月の須坂
市議会でＫ社への委託料（1 年間）として 390 万円が承認
された。（『信濃毎日新聞』2013 年 6 月 7 日付。）
（21）圃場の賃貸価格は 10 ㌃当たり 1 万円で一般の相場よ
りも高いが、周辺（畦）の草刈と水路（堰）の清掃は地
主負担となっている。耕作放棄地の場合は開墾費用の 2
分の 1 の助成が、遊休・荒廃地の場合、3 年間にわたって
合計 7 万 2000 円の助成がある。後者の制度は中野市特有
のものである。
（22）収穫から選別までおこなってキロ 60 円のコストで引
き取りたいが、それ以上になってしまった。電話で注文
を受けて市中の店舗にはＯ社の女子事務員が配達してい
る。
（23）その下に、正社員 1 人（40 歳代）、短期契約社員 1 人
（20 歳代）がいる。
（24）2011 年に大手製菓会社（ポテトチップス製造）からじ
ゃがいもの栽培依頼があったが、化学肥料、農薬を多用
する手法であり、Ｏ社にとっては相容れないものであった。
（25）12 年度の経験を踏まえて 13 年度から、労働基準監督
署とも相談し、工賃仕事による歩合制度を導入すること
57
長野県農村における起業化について　―農業・工業・商業の連携による―
にした。
（26）聴覚障害者、身体障害者、知的障害者、そのほか障害
者施設から精神障害者などが参加する。
　　障害者の生活費は月 10 万円ぐらいかかる（長野市では
月 3 万円で生活できるという。）のに対して、収入は障害
年金が月 6 万円くらい。普通の仕事（作業）に出かけても、
1 万円くらいしかもらえない。そこから昼食代を差し引か
れると手取りは 2～3 千円。自分の生活費を賄える程度の
収入をかなえてやりたい。（代表取締役Ｏ氏談）
（27）2012 年に 1500 万円を投資してビニールハウスを作っ
た。にんにくを乾燥したり、高額な資材を納めておいたが、
冬場にはハウスの残りの半分を使ってきゅうりの栽培に
取り組んでいる。有機農法・低農薬で栽培し、2 月から出
荷したが、市場価格が高いので利益が出る。
　　合計 3000 万円の融資を受けて、ビニールハウスのほか
に、65 馬力トラクター、除草機、肥料の散布機、フォー
クリフト、出荷用のコンテナを業者から購入した。
（28）栽培委託農家戸数は合計 25 戸。農家の収入としては、
一般農作物の収益やＯ社の許容する最大支払い金額を勘
案して、10 ㌃当たり 40 万円（目標価格）を目途としてい
る。（他社製品の）市場価格は一切価格設定の参考にはし
ていない。
（29）農商工連携には国の支援があり、政府系金融機関から
の融資が優遇されるといわれている。農商工連携事業の
認定には膨大なマンパワーが必要で、同社の場合、プレ
ゼンから認定まで通常の作業をしながら、2 人が掛かり切
りになるような日々が 6 ヶ月以上続いた。また認定後で
あっても金融支援については、ハードルが高い。認定と
金融機関の信認は別である。それゆえ、連携認定自体が、
目に見える支援策が約束されない限り、画餅に帰すこと
になりかねない。
 （長野県短期大学　多文化コミュニケーション学科
 国際地域文化専攻）
 （連絡先　〒 380-8525　長野県長野市三輪 8-49-7
 TEL 026-234-1221　FAX 026-235-0026）
 （平成 25 年 10 月 1 日受付、平成 25 年 11 月 25 日受理）

